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〈論文〉

生成 AIが多文化共生社会に与える影響
Impact of Generative AI on Multicultural Society

岸本　充生 *1,2

Atsuo Kishimoto

　AIの仕組みを，予測・認識・分類 AIと生成 AIに分けて説明し，各々が抱える倫理的・法的・社会的
課題（ELSI）を整理する。バイオメトリクス（生体認証技術）の課題に触れたうえで，テキスト生成 AI
や画像生成 AIにおける文化的バイアスの実例を示し，それらが差別やステレオタイプを増幅する可能性
を指摘する。最後に対応策を検討したうえで，ユーザーが生成 AIの仕組みと限界を理解して利用するこ
との重要性を指摘する。

　This paper categorizes AI mechanisms into predictive/recognition/classification AI and generative AI, and 
examines the ethical, legal, and social issues（ELSI）associated with each. It addresses challenges in bio-
metric technology and highlights examples of cultural bias in text- and image-generating AI, emphasizing 
their potential to reinforce discrimination and stereotypes. Finally, the paper explores countermeasures and 
underscores the importance of users understanding the mechanisms and limitations of generative AI to use it 
responsibly.
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1.　はじめに－AI の時代

　近年，人工知能（AI）の発展のスピードが増してい
る。背景にあるのが，デジタル化によるデータ量の爆
発的な増加と，コンピューターの計算能力の増強，そ
して機械学習の発展であり，これらが合わさることに
より，説明文付きの大量のデータ，すなわちラベルの
ついた学習データセットさえ整えば，予測・認識・分
類を目的とするAIモデルを開発することが可能となっ
た。ウェブ閲覧履歴や購買履歴から，次に購入しそう
なものを予測して個人ごとに最適化した広告を配信し
たり，オンライン市場でレコメンド機能を付与したり
することは日常的に行われている。顔認証技術はすで
にスマホやパソコンを開いたり，建物や部屋への入場
パスとしても利用されたりしている。複数のパーソナ
ルデータを組み合わせて，新しい情報を生み出すこと
は，データによるプロファイリングとも呼ばれ，個人
の内面や疾患など，時にセンシティブな情報を予測し
たりできるため，使い方によってはプライバシーの侵

害や差別につながる恐れがあり，また，誤認識や誤分
類があることも知られている。これらは新しい技術の
社会実装に伴う倫理的・法的・社会的課題（Ethical, 
Legal and Social Issues: ELSI）と呼ばれる［1］。
　2022年11月末に OpenAI社からテキスト生成 AIで
ある ChatGPTが発表されてからは，プロンプトで指
示を入力するだけでテキストや画像などを生成してく
れる生成 AIサービスが次々と生み出され，各社が競
い合うように新しいモデルを発表している。生成 AI
はインターネット上の莫大なテキストや画像を学習
データセットとして利用することで成り立っており，
個人情報保護や著作権の課題などを置き去りにして技
術が先走っているような状態である。それ以外にも悪
用された場合のリスクや誤情報を生み出す（ハルシ
ネーションと呼ばれたりする）問題など，様々な
ELSIが指摘されているものの，企業による開発競争
がある種の国際競争や経済安全保障の側面も持つこと
から，規制の議論は後追いにならざるを得ない。こう
した汎用目的 AI（General Purpose AI）とも呼ばれる
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高度な AIについては人間の制御が不能になるリスク
なども指摘されている［2］。
　本稿では AI，特に生成 AIの持つリスクの中から，
文化的なバイアスを取り上げ，多文化共生社会にとっ
て脅威となりかねないことを指摘し，対応策を考察す
るものである。第 2 節では予測・認識・分類 AIと生
成 AIに分けてそれらの技術的な仕組みとすでに指摘
されている様々な課題をまとめたうえで，法規制のグ
ローバルな動向を簡単に記した。第 3節では予測・認
識・分類 AIと生成 AIをつなぐものとして，バイオメ
トリクス（生体認証技術）を取り上げた。第 4節では
生成 AIの持つ文化的バイアスに焦点を当て，いくつ
かの事例も交えながら掘り下げる。第 5節ではそれら
のバイアスに対抗する方法を述べる。

2.　AI の仕組みと課題

1）　予測・認識・分類 AI の仕組みと課題
　本稿では生成AIに対して，それ以前からある AIを，
予測・認識・分類 AIと表記して区別する。図 1 に予
測・認識・分類 AIの簡素化した作成プロセスを示す。
上段が学習プロセス，下段が推論プロセスである。猫
の画像に猫と説明ラベルを付けるように，大量のデー
タセットにラベルを付けて機械学習させることで学習
済みモデルが構築される。そこに生データをインプッ
トすることで予測・認識・分類といった機能が発揮さ
れる。
　予測・認識・分類 AIの倫理的・法的・社会的課題
（ELSI）は大きく分けて，学習データの取得部分，ア
ルゴリズム部分，結果の使い方の部分で生じうる。学
習データの取得においては，パーソナルデータを適正
に取得したかどうか，学習データセットに偏りがある
かどうか，どういう学習データを使っているかが公開
されているかといった点が指摘される。アルゴリズム

については，バイアスの問題が指摘されている。結果
の使い方については，AIの出力データのみに基づい
た自動的な意思決定は，場合によっては人間の自律性
や尊厳を損なうものであるとされる。EUの一般デー
タ保護規則（GDPR）では，プロファイリングに基づ
く自動化された意思決定に対して，異議を申し立てる
権利，決定に服さない権利や知る権利などが規定され
ている。データによるプロファイリングについては，
日本国内には規制はないが，自主的な取り組みのため
のガイドラインが公開されている［3］。また，AIを
活用する企業の多くは，AI倫理原則や AI倫理指針を
策定しており，それらに基づいて自主的な取り組みが
広く行われている［4］。

2）　生成 AI の仕組みと課題
　生成 AIの仕組みも図 2 に示すように，基本的には
予測・認識・分類 AI（図 1）と同じであるが，下段
が生成プロセスとなる。テキスト生成 AIも画像生成
AIも学習データセットは，主にインターネット上か
らウェブクローラーによりスクレイピングされた膨大
なデータからなる。有害なデータを取り除く（フィル
タリング）などしてモデルが設計される。プロンプト
として指示を入力することで出力が得られる。
　生成 AIの ELSIは多岐にわたる［1］。図 2 のプロ
セスに沿って挙げる。学習データの取得においては，
著作権との関係，個人情報を含みうること，データの
偏り，透明性の欠如，ただ乗り批判が挙げられる。
フィルタリングにおいては途上国の労働者に，精神的
負担の多い有害情報の削除やラベリングを低賃金で委
託していたことも問題視されている。モデル設計にお
いては，エネルギーや資源の消費量が多いこと，一部
のテック系企業による寡占状態にあること，アルゴリ
ズムのブラックボックス性などが指摘されている。プ
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図 1　予測・認識・分類 AIの簡素化した作成プロセス（出典［1］図 1を改訂）
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ロンプトの入力においては，著作権の侵害，個人情報
や機密情報の漏洩，脱獄プロンプトと呼ばれる攻撃の
可能性などが指摘されている。モデル出力については
誤情報に加えて，バイアスや文化的周縁化が指摘され
ているがこれらは後述する。出力の利用段階では，著
作権の侵害，擬人化による依存，偽情報の流布，差別
的な使われ方，軍事利用や悪用の可能性などが指摘さ
れている。

3）　AI に対する法規制の動向
　AIに対する法規制は欧州が先行している。EUでは
2024年 8 月に AI法が発効し，世界初の包括的な AI規
制枠組みが提案された［5］。守りたいものとして，健
康・安全に加えて，基本的権利が挙げられ，法の支配，
民主主義，環境も含めることが明記された。AIシス
テムはそれらの「守りたいもの」へのリスクレベルに
応じて，容認できないために禁止される AI実践，高
リスク AIシステム，透明性が求められる特定の AIシ
ステム，それら以外の AIシステムの 4 段階に分類さ
れ，さらに汎用目的 AIモデルと，それらの中でも大
規模な影響を持つ（これを「システミックリスクを伴
う」という）汎用目的 AIモデルについて，プロバイ
ダ（提供者）やデプロイヤ（実装者）への取り組みが
求められている。2025年 2 月からは，禁止される AI
実践に対する規制が先行して施行された。高リスク
AIシステムについては，実践規範（Code of Practice）
が準備されている。米国では，連邦レベルでの法規制
はないものの，国立標準技術研究所（NIST）が AIリ
スクマネジメント枠組みを策定し，また連邦取引委員
会（FTC）などの連邦省庁による既存の法律権限の範
囲内での対応がなされている。また国際的には OECD
（経済協力開発機構）や G7（主要 7か国首脳会議）の
枠組みなどを利用した取り組みも進んでいる。2023年

には G7議長国として日本が「広島 AIプロセス」を立
ち上げ，「国際指針」と「国際行動規範」を取りまと
めた。2024年末には，AI開発企業等が「国際行動規範」
の遵守状況を，質問票への回答という形で公表するた
めのページが OECDのウェブサイト上に公開されて
いる。

3.　バイオメトリクス（生体認証技術）の 
多文化共生への課題

　予測・認識・分類 AIの中でも，指紋，顔，虹彩な
どを利用するバイオメトリクス（生体認証技術），特
に顔認識技術は，深層学習の発展とともに近年，性能
の向上と利用が急速に進み，世界各地で議論を引き起
こした［6］。生成 AIと同様，顔認識技術にも，イン
ターネット上から勝手に収集した大量の顔写真を学習
データセットとして用いて訓練されたモデルが用いら
れていたことから，批判を受けて，研究開発用として
公開されていたデータセットの取り下げが相次ぐなど
の混乱が生じた［7］。顔認識技術は米国や英国におい
て当初，女性や有色人種への誤認識率の高さも社会問
題となった。これは学習データセットの中身が白人男
性に偏っていたことに起因している。米国ではブラッ
ク・ライブズ・マターの運動と時期的に重なったこと
もあり，サンフランシスコ市などの一部の地方自治体
では公的機関が顔認識技術を使うことを禁じる条例が
成立した。米国でも英国でも警察が，公共の場に置か
れたカメラ画像に移った顔写真を，ブラックリストで
ある容疑者等の顔データベースと照合するという形で，
バイアスのある顔認識 AIカメラを利用したため，マ
イノリティへの差別問題として課題が表面化した。
　また，国際人道援助の文脈においても，援助が（中
抜きされずに）個人に直接届いたり，何らかの理由で
IDを持たない人でも銀行口座が作れたりすることか
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図 2　生成 AIの簡素化した作成プロセス（出典［1］図 2を引用）
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ら，顔認識技術を含むバイオメトリクスが利用されて
いる。しかし，有力な国際援助団体の 1 つである
Oxfamは2015年，バイオメトリクスの利用に関して，
2年間の自主的なモラトリアム（一時停止）期間を設
けることを決めた。その終了に合わせて，バイオメト
リクスが国際人道援助において将来的にどのように位
置づけられるべきかに関して研究委託を行い，リスク
とベネフィットを検討した報告書が2018年に公表され
た［8］。報告書では，リスクとして以下の 5点が挙げ
られた。

R1：間違って適合したり，しなかったりする可
能性（reliability）

R2：他者に利用されたり，意図しない目的で利
用されたりする可能性（reusability）

R3：生体データの窃盗，喪失，悪用のリスク
（security）

R4：データ漏洩が起こった際や間違った噂が広
がることによる評判リスク（reputation）

R5：何らかの理由で拒否した場合に起こる排除
の可能性（societal impacts）

　その後も検討が続けられた結果，2021年には安全で
責任あるデータの利用のために 7つの原則や各種ポリ
シー，チェックリストなどを定めたうえで，バイオメ
トリクスを慎重に利用していく方針が定められるに
至った［9］。

4.　生成 AI の文化バイアス

1）　テキスト生成 AI のバイアス
　テキスト生成 AIは大規模言語モデル（LLM）と呼
ばれ，インターネット上のテキストや書籍情報などを
学習データセットしていることから分かるように，社
会が持っているステレオタイプや差別的な表現，攻撃
的な言動など，現存する社会的バイアスをそのまま受
け継ぎ，さらに最もありそうな出力を行うために，そ
うしたバイアスを増幅する性質を持っている。また，
インターネット上のテキスト自体の偏りがあることも
忘れてはならず，英語の占める割合が最も多く，欧米
に関する情報は詳しいが，マイナーな言語や文化に関
する情報が少ないことは容易に予想できる。
　実際に，生成 AIモデルに文化的なバイアスを見出
した研究も多数報告されている。アップル社の機械学
習チームは，2023年初頭に発表された 4 つの LLMで
テストをして，すべてのモデルが，様々な職業につい
て，男性と女性に関して，技術職や管理職の文脈で男
性を，ケア職や補助職で女性を過剰に関連づけるなど，

米国労働局の統計に基づく統計事実よりもさらに偏っ
たステレオタイプを表現していることを見出した
［10］。LLMは不均衡なデータセットで訓練されてい
るため，人間のフィードバックによる強化学習があっ
ても，不均衡を反映し，さらには増幅しさえする傾向
があると評価した。
　2024年の UNESCO（国連教育科学文化機関）の調
査では，LLMの社会的バイアスを検出するための確
立された方法として，異なる概念同士をどのように関
連づけるかを測定する方法と，与えられたテーマに
沿ってどのようなテキストを即興で生成するかを観察
する方法が使われた［11］。 3 種類の LLMを対象と
した実験では，前者についてはおおむね，女性の名前
は「家庭」，「家族」，「子供」，「結婚」と関連し，男性
の名前は「ビジネス」，「重役」，「給料」，「キャリア」
と関連した。後者については，完成していない文章を
LLMに完成させるという実験が行われ，同性愛や特
定の人種に対してネガティブな反応をする LLMが存
在することを見出した。また，代表的でない文化やグ
ループに対してよりステレオタイプに頼ることが多い
ことも明らかになった。

2）　画像生成 AI のバイアス
　ソーシャルメディアの普及でますます人々はテキス
トよりも画像から情報を得る比率が高まっており，画
像生成 AIによって引き起こされるバイアスの拡大再
生産の問題にはより注意が払われるべきかもしれない。
画像生成 AIモデルの多くはドイツの非営利団体であ
る LAION が作成した LAION-5Bと呼ばれる58.5憶の
画像 -テキストのペアからなるオープンなデータセッ
トを学習データセットのベースとして利用している。
これらはすべて誰でもアクセスできるインターネット
上から収集されたものである。そのため，有害な画像
や医療画像などのセンシティブな画像，また著作権で
保護されたコンテンツを当然含むし，データ化された
コンテンツしか参照しておらず，インターネットの持
つ文化的な偏りやステレオタイプをそのまま保持して
いることになる。生成 AIは（インターネットの世界
で）最も「ありそうなもの」を生成するため，大統領
や政治家，医者や社長などの画像を指示すると当初は
白人男性の画像ばかりを生成していた。現実世界で男
女比率がたとえ 7 対 3 であっても，生成 AIの仕組み
上，生成される際には10対 0になるのである。その後，
各社はアルゴリズムにダイバーシティ配慮を組み込ん
だ様子が見られるが，以下に示すようにバイアスは根
強いものがあるうえに，誰もが納得する「正解」がな
い課題でもある。
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　スタンフォード大学のBianchiらは，誰でもインター
ネット上で使える画像生成 AIを使って，単純な特徴
や職業，物体を含むプロンプトが，人種・性別・国籍
に関する固定観念を強化することを見出した［12］。
例えば「魅力的な人物」は白人的な特徴を持ち，「テ
ロリスト」は黒髪とひげの褐色の顔といった中東的特
徴を持つ画像を生成する。職業に関しても，現実の統
計以上に偏りを増幅し，「ソフトウェア開発者」は白
人男性，「家政婦」は有色人種女性として描写される。
また，イラク人は戦争，エチオピア人は飢餓といった
イメージで描かれるうえに，家や自家用車を追加する
と，そのステレオタイプを増幅するような画像が追加
される。さらに問題なのは，プロンプトにバイアスを
緩和するような「富裕な」や「大邸宅」を付け加えて
「富裕なアフリカ人」「アフリカ人の大邸宅」としても，
これらのステレオタイプが持続してしまうことである。

5.　バイアスに対抗する戦略

　生成AIのバイアスに対処するには，プロンプト（入
力）を工夫することでデータセットに内在するバイア
スを打ち消すか，アルゴリズムを改良するか，データ
セットそのものを改良してバイアスを減らすかの主に
3つの戦略がある。 1つ目では「多様な」等の修飾語
を付けることである程度の改善がみられるが，先に引
用したように，「裕福な」や「大邸宅に住む」を付け
ても変わらない例もあった。各社は 2つ目の，多様性
を高めるようなアルゴリズムの改良も試みていること
は実際に利用してみると分かる。しかし，2024年初頭，
Google社の画像生成 AIツールが，第二次世界大戦時
のドイツ兵を生成した際に，歴史的にありえないよう
な，人種的に多様なグループとして描いたことで批判
を浴びた［13］。このようにアルゴリズムの調整でど
こまで解決するのかは不明であるが， 3つ目のデータ
セットそのものはすでにインターネット上に膨大な量
の蓄積があるため，多様性を増すことは簡単ではない
だろう。
　そもそも，どれだけ多様なら多様といえるのだろう
か。政治家の場合は国民の代表であることから，性別
であれば男女半々が望ましいし，他の属性についても
ある程度人口統計に合わせることが望ましいというコ
ンセンサスは得られやすいだろう。しかし，職業など
はどうだろうか。社長や大統領の画像には若者も含め
るべきだろうか。また，チアリーダーやアメフト選手
はどのような男女比率が望ましいだろうか。こうした
ケースには「正解」がないために修正もしづらいだろ
う。最低限言えることは生成 AIのユーザーが生成 AI
の仕組みを理解し，結果に誤りやバイアスが存在しう

ることを十分理解して利用することが大事であること
である。
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